
慶應義塾大学病院　勤務医・退職者の皆様へ

万一の損害賠償にそなえて

団体勤務医師賠償責任保険制度のご案内
（医師賠償責任保険）

団体割引
15％適用
団体割引
15％適用

慶應義塾大学病院　勤務医・退職者の皆様へ
２０24年度用

既に本保険にご加入いただいている皆様へ
12月下旬以降に「更新案内」を別途ご案内いたしま
すので、そちらをご覧くださいますようお願いいた
します。

産業医等活動保険に加入をご希望の方へ
勤務医師賠償責任保険とは別に、新たにお申し込
み手続が必要です。
すでに加入されている方も、再度お手
続きが必要です。
加入をご希望の方は右記ＱＲコードま
たは取扱代理店へご連絡ください。

保険期間　2024年4月1日午後4時～2025年4月1日午後4時（1年間）

申込締切日：2024年2月28日

0120-720-110（365日・24時間）
引受保険会社　東京海上日動火災保険株式会社

　保 険 会 社：東京海上日動火災保険株式会社　事故受付センター（東京海上日動安心110番）

　取扱代理店
　株式会社慶應学術事業会

　　　　　　　　   万代三田ビル4階
（義塾内線：22486）　 Email:hoken@keioae.com   

　引受保険会社
　東京海上日動火災保険株式会社　
　担当課：公務第二部　文教公務室

お問い合わせ先

事故時の連絡先



慶應義塾大学病院勤務医師・退職者の皆様へ

株式会社慶應学術事業会

勤務医師賠償責任保険・団体募集開始のご案内
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拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く

御礼申し上げます。

　さて、昨今の医療現場では様々なリスクと隣り合わせになっており、勤務する医療機関の

賠償責任保険だけでは、最早万全の備えとは言い切れない状況になってきており、個人での

賠償責任保険への加入は必須のものと考えております。　

　医師賠償責任保険は、医療行為によって患者の身体に障害を与え、法律上の賠償責任が発

生した場合に補償する保険です。最近の医療訴訟では、4件に1件の割合で勤務医も被告に

されており、高額賠償判決が次々と出されているため、医師賠償責任保険は慶應義塾大学病

院勤務医の皆様にとって必要不可欠な補償であると考えております。

　本制度は東京海上日動火災保険（株）を引受保険会社としており、スケールメリットを生

かした団体割引が適用されます。

　また、本制度の取扱代理店である弊社は慶應義塾の関連会社であり、皆様のご加入により

慶應義塾に様々なメリットが還元され、慶應義塾へのご貢献にも繋がります。

　上記の通り多くの付加価値を持つ制度であることから、既に他の制度にご加入の先生方に

於かれましても、何卒、本制度への加入をご検討頂きますようお願い申し上げます。

　末筆ながら、先生方の今後益々のご活躍ご健勝をお祈り申し上げます。

敬　具　



団体勤務医師賠償責任保険の概要

各種補償制度と関連

【慶應義塾大学病院勤務医師賠償責任保険のご加入対象者は勤務医・退職者です】

慶應義塾大学病院の
勤務医・退職者ですか

申し訳ございません
ご加入いただけません

日本医師会の                 
A 会員ですか  

日本医師会の保険に加入されております
Eタイプのご加入をご検討ください

ご加入いただけます
※三四会員の先生は、三四会専用の勤務医師賠償責任保険にご加入ください

YES

NO
B.C 会員の方
NO

YES
A会員の方

■慶應義塾大学病院の勤務医・退職者の方であればどなたでもご加入いただけます。

■他の病院へ出向されている先生もご加入いただけます。

■日本国内の全ての医療機関に勤務している際に適用対象となります。

■医療業務遂行に起因する患者の身体・生命の障害が保険期間中に発見された場合に、勤

務医・退職者の先生方が、法律上の賠償責任を負担することによって被る損害に対して

保険金をお支払いする保険です。

■加入タイプ、支払限度額、保険料につきましてはP3をご参照ください。

■団体割引が適用されていますので、個人でご加入なさるより保険料が割安となります。

■ご注意：病院・診療所の開設者の方は勤務医としての活動が存在しない為、この保険に

加入できません。

■本制度は医療行為によって患者の身体に障害を与え、法律上の賠償責任が発生した場合に補償される保険です。

■慶應義塾大学病院を含め多くの医療機関に於いて、医療機関として病院賠償責任保険などを手配しておりますが、最近の

医療訴訟では、4件に1件の割合で勤務医が被告になる事例が出てきております。

■賠償額も高額化してきております。

■慶應義塾大学病院を始め、多くの医療機関で勤務医個人を対象とする賠償責任保険には加入しておりませんので、万一の

医療事故による高額賠償に備えて本制度により医師個人としての補償を別途手配頂く必要がございます。
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【勤務医が病院・診療所を開設する場合の注意点】
■個人立の病院・診療所を開設する場合

勤務医師賠償責任保険を病院賠償責任保険・診療所賠償責任保険に中途更新いたします。中途更新手続きがもれると保険

金が支払われない場合がございますので、開設前に必ずに慶應学術事業会へご連絡をお願いいたします。

■医療法人を設立し、法人立の病院・診療所を開設する場合

開設者となる法人を被保険者とする病院賠償責任保険・診療所賠償責任保険を新たに付保する必要がございます。なお、

これまでに行った医療行為に起因する医師個人の法律上の損害賠償責任を補償するためには、引き続き勤務医師賠償責任

保険に加入いただく必要がございます。病院賠償責任保険・診療所賠償責任保険へ加入をご希望の場合は、開設前に必ず

慶應学術事業会へご連絡をお願いいたします。
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保険金支払限度額・保険料（団体割引15%適用）

【ご注意】   
①医師免許をご所有の方はタイプV・A・B・C・Eからご選択ください。
②歯科医師免許をご所有の方はタイプD、日医A会員の方はタイプEをご選択ください。
③上記保険料は、加入者 500 人以上の場合の保険料です。本年度募集のご加入者が 500 人を下回った場合には、次年
度以降、保険料の引き上げ等の変更がございますので 予めご了承ください。
※なお、本保険期間中に商品改定があり、団体割引制度に変更が生じた場合には上記の限りではありません。

■全タイプに刑事弁護士費用担保特約条項が付帯されております（１名あたり・保険期間中の支払限度額500万円）

加入タイプ
1事故につき 保険期間中 医師1名あたり

対人賠償・支払限度額 年間保険料自己負担額
（免責金額）

V

A

B

C

D
（歯科医師）

E
（日医A会員）

3億円

2億円

1億円

5,000万円

1億円

100万円

9億円

6億円

3億円

1.5 億円

3億円

300万円

66,390円

54,800円

43,200円

30,600円

5,740円

4,260円

0円

0円

0円

0円

0円

0円

Q&A

医師賠償責任保険は、保険期間中に損害賠償請求の提起を受けた場合に保険金をお支払いする保険です。したがって
保険を継続しない場合や、廃業により保険を解約した場合などに、廃業前の医療業務に起因する事故により損害賠償
請求の提起を受けた場合、補償の対象とすることができません。（保険期間中に事故発生を認識し、保険会社へ事故
報告をしている場合はこの限りではありません。）
保険契約を継続されない場合や、廃業により解約される場合は「廃業担保特約」を追加セットすることを推奨 して
おります。この場合、解約後 10 年間は補償されます。ご加入にあたっては所定のお手続きのほか、 追加保険料が必
要となります。
被保険者が死亡された場合は、相続人からその旨を通知いただくことにより相続人を被保険者としてみなすこともできます。
※詳細につきましては取扱代理店へお問い合わせください。 

保険を継続しない場合や、廃業により保険契約を解約する場合の手続きについて教
えてください。Ｑ１．

Ａ1.

勤務医師賠償責任保険の役割について教えてください。

勤務医師賠償責任保険は、勤務医が患者から直接訴えられた場合や、医療施設の開設者から求償された場合などに、
勤務医が負担する応訴に要する訴訟費用や法律上の損害賠償金を補償いたします。
勤務医師賠償責任保険と病院賠償責任保険・診療所賠償責任保険とでは、被保険者が異なり、それぞれの被保険者
固有の法律上の損害賠償金や訴訟費用を補償しています。（どちらかの保険が「優先適用」されることはありません。）

Ｑ3．

Ａ3.

被保険者が海外留学をする場合の手続きについて教えてください。

ケース１. 
留学に伴い勤務先を退職され、かつ留学中に日本に一時帰国して医療行為を行う可能性がない場合
⇒退職前の期間の医療行為に関する賠償請求（Q1・A1参照）に備えるために、個人で医師賠償責任保険に、廃業
担保特約を付帯して契約することをお勧めいたします。この場合退職後10年間は補償されます。
　ご加入にあたっては所定のお手続きのほか、追加保険料が必要となります。 
※詳細につきましては取扱代理店へお問い合わせください。

ケース2. 
留学しても勤務先を退職されない、留学期間が1年未満または留学期間中に日本に一時帰国して、医療行為を行う可
能性がある場合
⇒現在のご契約を継続されることをお勧めいたします。 

Ｑ2．

Ａ2.
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ご加入方法・加入者票・保険料お支払方法

■前年と加入内容を変更せずに継続される場合は「自動更新」となりますので特段のお手続きは不要です。
　（募集期間終了までにご加入者の方からのお申し出または保険会社からの連絡がない限り、当団体は今年度
の募集パンフレット等に記載の補償内容・保険料等にて、保険会社に保険契約を申し込みます。なお、本
内容をご了承いただける方につきましては特段のお手続きは不要です。）　
　変更がございます場合は別途郵送の「加入依頼書」に必要事項をご記入の上、お申込締切日までに返信用封筒にてご提出
ください。
■団体保険加入依頼書がお手元に届かない場合は、お手数ですが下記メールもしくは右記 QRｺｰﾄﾞより取扱代理店・慶應学
術事業会までご連絡ください。hoken@keioae.com    

既に本制度にご加入（更新）の先生

■同封の「慶應義塾大学病院団体保険加入依頼書」に必要事項をご記入の上、塾内便もしくは同封の返信用封筒にて
2 月 28 日までに慶應学術事業会宛にご提出ください。

■ご契約時にご登録頂く金融機関口座から 6月 27日に保険料相当分がお引き落としされます。
　保険期間の途中での加入も可能です。途中でのご加入にあたっては、下記メールもしくは、右記 QRｺｰﾄﾞよ
り取扱代理店・慶應学術事業会までお問い合わせください。hoken@keioae.com

【新規・更新保険料引落のご注意点】 
ご登録金融機関口座から 6 月 27 日・7 月 27 日の 2ヶ月連続して保険料の引き落としができず 8 月末迄にお支払いい
ただけない場合、ご契約は解除となりますのでご注意ください。

保険料は 2024 年 6 月 27 日に、ご登録いただいた金融機関口座から自動引き落としされます。
新規の方は、後日加入依頼書のメールアドレス宛に口座登録専用の Web サイトをご案内いたしますので、そちらよりご
登録をお願いいたします。

2024年 5月末頃に塾内便または郵送にてお届けいたします。

新 規 ご 加 入 の 先 生

保険料お支払い方法

加入者票について

医師特別約款より「事故日」は、「身体の障害の発生を初めて発見した日」です。医療事故の場合、医療行為日からしばらく経っ
て患者側から証拠保全を受けたり訴訟が提起されることが多く、医療行為日にかかわらず初めて身体の障害を発見した日を
事故日としています。また、医療行為時点でミスを認識していたり、医療行為直後から患者・遺族から説明を求められたり
苦情を申し立てられたりしている場合もあり、このような場合の「事故日」は、証拠保全がなされた日や訴訟の提起日では
なく、実際に事故を初めて発見した日となります。
他社から契約を切り替えた場合、他社の保険期間中になされた医療行為に起因して、弊社の保険期間中に証拠保全や訴訟提
起がなされることがあります。このため、切替時点で未だ証拠保全や訴訟が提起されていないものの、将来トラブルになり
そうな案件については、切替前の保険会社に細大漏らさず事故報告を行うようにお願いいたします。

他社から切替えの場合のご注意点

※必ずご確認ください。

「QRコードは ( 株 ) デンソーウェーブの登録商標です」

保 険 期 間（1年間）
2024年4月1日 午後4時～2025年4月1日 午後4時

お申込締切日：2024年2月28日 弊社必着
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補償内容
１．保険金をお支払いする場合

２．お支払いする保険金の種類、お支払い方法

３．保険金をお支払いできない場合

この保険では、被保険者が負担する次の損害に対して約款の規定に従い保険金をお支払いします。

①法律上の損害賠償金

②争訟費用

③損害防止軽減費用

④緊急措置費用

⑤協力費用

⑥刑事弁護士費用
　担保特約条項

（注）医療業務の遂行に起因する患者の身体・生命の障害をいいます。

被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が日本国内で行った医療業務の遂行に起因して発生した患者
の身体・生命の障害について、被保険者が法律上の賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保険金をお支
払いします。保険金をお支払いするのは、患者の身体・生命の障害が保険期間中に発見（注）された場合に限ります。
（注）被保険者が事故を最初に認識した時（認識し得た時を含みます。）または被保険者に対して損害賠償請求が提起された時（提起され

るおそれがあると被保険者が認識した時または認識し得た時を含みます。）のいずれか早い時点をもってなされたものとします。

保険金のお支払い方法は次のとおりです。
・上記①の法律上の損害賠償金については、ご加入されたタイプの支払限度額を限度に保険金をお支払いします。
・上記②～⑤の費用については、原則としてその全額が保険金のお支払いの対象となります（支払限度額は適用されません。）。
ただし、上記②の争訟費用については、「①法律上の損害賠償金＞支払限度額」となる場合に限り、「支払限度額÷損害
賠償金」の割合によって削減して保険金をお支払いします。
・上記⑥の刑事弁護士費用担保特約については、ご加入された支払限度額を限度に保険金をお支払いいたします。

次の事由によって生じた損害は、保険金お支払いの対象となりません。詳細は、団体の代表者にお渡ししている保険約款を
ご確認ください。
（１）  日本国外で行われた医療業務
（２）  名誉き損または秘密漏えいに起因する賠償責任
（３）  美容を唯一の目的とする医療行為に起因する賠償責任
（４）  医療の結果を保証することによって加重された賠償責任
（５）  所定の免許を持たない者が行った医療行為に起因する賠償責任
（６）  医療施設（設備を含みます。）、航空機、車両（原動力がもっぱら人力である場合を含みます）、船舶または動物の

所有、使用または管理に起因する賠償責任
（７）  保険契約者または被保険者の故意
（８）  地震、噴火、洪水、津波または高潮
（９）  被保険者と他人との間の約定によって加重された賠償責任
（10）被保険者と同居する親族に対する賠償責任
（11）刑事弁護士費用担保特約条項については、対象となる事故にて被保険者が有罪となった場合　　　　　　　　等

法律上の賠償責任が発生した場合において、被保険者が被害者に対して支払責任を負う損害賠
償金
※賠償責任の承認または賠償金額の決定前に引受保険会社の同意が必要となります。

損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉において、被保険者が引受保険会社の同意を得て支出し
た弁護士費用、訴訟費用等
（訴訟に限らず、調停、示談なども含みます。）

事故（注）が発生した場合において、被保険者が他人から損害賠償を受ける権利の保全・行使
手続、または既に発生した事故に係る損害の発生・拡大の防止のために引受保険会社の同意を
得て支出した費用

事故（注）が発生し、被保険者が損害の防止軽減のために必要な手段を講じた後に賠償責任が
ないことが判明した場合において、 応急手当、護送等緊急措置に要した費用、または引受保険
会社の同意を得て支出したその他の費用

引受保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求の解決に当たる場合において、被保険者が引
受保険会社の求めに応じて協力するために支出した費用

事故（注）に起因して被保険者が業務上過失致死傷罪の疑いで送検された場合に、その刑事事
件に関する弁護士費用または訴訟費用を支出したことによって被る損害に対して、500万円
（被保険者１名あたり・保険期間中）を限度に保険金をお支払いします。
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その他注意事項
＜保険会社が経営破綻した場合等の取扱について＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払いが一
定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。なお、引受保険会社
の経営が破綻し、ご契約者が個人、或いは、「小規模法人」（破綻時に常時使
用する従業員等の数が20人以下の日本法人、外国法人（日本における営業所
等が締結した契約に限ります））またはマンション管理組合である場合には、
この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金
等は原則として80％（破綻保険会社の支払停止から3ヶ月間が経過するまで
に発生した保険事故に係る保険金については100%）まで補償されます。詳
細につきましては、代理店または引受保険会社までご照会ください。（ご契約
者が個人等以外の者である保険契約であっても、その被保険者である個人等が
その保険料を実質的に負担すべきこととされているもののうち、その被保険者
に係る部分については、上記補償の対象となります。）

もし事故が起きたときは
ご契約者または被保険者が保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故を
発見したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、事故発見の日時、被害者
の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項につい
て、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れた場合
には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。保
険金請求権には時効（３年）がありますのでご注意ください。

＜補償の重複に関するご注意＞
補償内容が同様の保険契約（特約条項や引受保険会社以外の保険契約を含みま
す。）が他にある場合は、補償が重複することがあります。補償が重複する
と、対象となる事故について、どちらからのご契約でも補償されますが、いず
れか一方のご契約からは保険金が支払われない場合があります。補償内容の差
異や支払限度額をご確認のうえ、ご契約の要否をご検討ください。

ご加入の際のご注意
〈告知義務〉
加入依頼書に★または☆が付された事項はご加入に関する重要な事項（告知事
項）です。ご加入時にこれらの事項に正確にお答えいただく義務があります。お
答えいただいた内容が事実と異なる場合や告知事項について事実が記載されて
いない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。
〈通知義務〉
ご加入後に、加入依頼書に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じ
た場合は、遅滞なくご加入の代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務
があります。ご連絡がない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできな
いことがあります。
〈他の保険契約等がある場合〉
この保険契約と重複する保険契約や共済契約が他にある場合は、次のとおり保
険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合：他の保険契約等と
は関係なく、この保険契約のご加入内容に基づき保険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合：損害額から既に他の
保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し引いた残額に対し、この保険契
約のご加入内容に基づき保険金をお支払いします。

〈示談交渉サービスは行いません〉
この保険には、保険会社が被害者の方との示談交渉を行う「示談交渉サービ
ス」はございません。したがいまして、この保険が適用されると考えられる事
故が発生した場合には、引受保険会社の担当部署からの助言に基づき、ご加入
者（被保険者）ご自身に、被害者の方との示談交渉を進めていただくことにな
りますので、あらかじめご承知置きください。なお、引受保険会社の承認を得
ないで、ご加入者側で示談締結をなされた場合には、示談金額の全部または一
部を保険金としてお支払いできない場合がございますので、ご注意ください。
（賠償責任の承認または賠償金額の決定に際しましては、あらかじめ保険会社
の承認が必要となります。）
〈先取特権について〉
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害
者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険金に関
するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第１
項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は、被害者に弁済をした金額
または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して保
険金を請求することが出来ます（保険法第22条第２項）。このため、引受保
険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③まで
の場合に限られますので、ご了解ください。
①被保険者が被害者に対してすでに損害賠償としての弁済を行っている場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を
支払う場合

※取扱代理店は引受保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結、契約の
管理業務等の代理業務を行っております。したがいまして取扱代理店と有効
に成立したご契約につきましては引受保険会社と直接締結されたものとなり
ます。

※このパンフレットは、医師賠償責任保険の概要をご紹介したものです。保険
金のお支払条件・ご加入手続き、その他この保険のくわしい内容は、取扱代
理店または引受保険会社にご照会ください。なお、詳細は、契約者である団
体の代表者の方にお渡ししております保険約款をご覧ください。ご加入を申
し込まれる方と被保険者の方が異なる場合には、このパンフレットの内容を
被保険者にご説明頂きます様お願い致します。

※この保険は学校法人慶應義塾を保険契約者とし、慶應義塾大学病院勤務医等
を被保険者とする団体勤務医師賠償責任保険です。保険証券を請求する権
利、保険契約を解約する権利等は学校法人慶應義塾が有します。

＜重大事由による解除について＞
以下に該当する事由がある場合には、引受保険会社はご加入を解除することが
できます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払いできないことが
ありますので、ご注意ください。
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が引受保険会社にこの保険契約に基
づく保険金を支払わせることを目的として損害等を生じさせた場合

・ご契約者、被保険者または保険金受取人が、暴力団関係者その他の反社会的
勢力に該当すると認められた場合

・この保険契約に基づく保険金の請求に関し被保険者または保険金受取人に詐
欺の行為があった場合　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
保険料の一括払込みが必要な場合について
(※団体構成員またはそのご家族等から、ご加入者を募集する所定の団体契約
で、保険料負担者がご加入者のご契約が対象となります。)
ご加入者が以下の事由に該当した場合、そのご加入者の残りの保険料を一括し
て払込いただくことがありますので、あらかじめご了承ください。
　①退職等により給与の支払いを受けられなくなった場合
　②脱退や退職等により、その構成員でなくなった場合
　③ご加入者の加入部分＊１に相当する保険料が、集金日の属する月の翌月末

までに集金されなかった場合　等
　※保険期間の開始後、保険料の払込み前に事故が発生していた場合、その後、

ご契約者を経て保険料を払込みいただく場合は保険金をお支払いします。
　　　ただし、保険料を払込みいただけない場合には、ご加入者の加入部分＊１

について、保険金をお支払いできず、お支払いした保険金を回収させて
いただくことや、ご加入者の加入部分＊１を解除することがありますので
ご注意ください。

　＊１ご加入者によってご加入された、すべての保険の対象となる方およびすべて
の補償をいいます(例えば、加入内容変更による変更保険料を払込みいただ
けない場合、変更保険料を払込みいただけない補償だけでなく、ご加入され
ているすべての保険の対象となる方およびすべての補償が対象となります。)

一般社団法人　日本損害保険協会
そんぽADRセンター（指定紛争解決機関）

東京海上日動は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解
決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結し
ています。
東京海上日動との間で問題を解決できない場合には、同協会に解決の申し
立てを行うことができます。
詳しくは、同協会のホームページをご覧ください。
（https：//www.sonpo.or.jp/）
　 　　0570－ 022808＜通話料有料＞

IP 電話からは03-4332-5241をご利用ください。
受付時間：平日 午前9時15分～午後5時

　（土・日・祝日・年末年始はお休みとさせていただきます。）
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加入依頼書 記入例

①本パンフレットの「補償ラインナップ」、「補償の概要等」、「重要事項説明書」等をご確認いただき、
ご加入される補償内容をご検討ください。

②加入依頼書に以下青字箇所全てをご記入ください。
③加入依頼書E・F・G（保険会社提出用、代理店写）と口座振替依頼書（金融機関提出用、MBS用、委託者保管
用）計６枚を返信用封筒にてご提出ください。

慶應 太郎

１ １
１０８－８３４５

東京都港区三田２－１１－４５
トウキョウトミナトクミタ２－１１－４５

ケイオウ タロウ

○

慶應 太郎

51 11

090-●●●●-●●●●

慶應義塾大学病院
ｹｲｵｳｷﾞｼﾞｭｸﾀﾞｲｶﾞｸﾋﾞｮｳｲ
ﾝ

○

○

A -

54,800 54,800

○

●●▼▼■■＠◆◆.com

０１

【他の保険契約等欄】

該当がある場合は、★他の保険契約等欄
の「あり」に○をしたうえで、裏面に具体的
な内容をご記入ください。

【メールアドレス欄】
メールアドレスをご記入ください。

●●●●●●

【タイプ・保険料欄】

ご加入いただくタイプと保険料
をご記入ください。

○

【 ご注意 】
■連絡先電話番号・メールアドレスを必ずご記入ください。
■お客様控えは必ず保管してください

5

【署名欄】必ずフルネー
ム自署ください。

加入依頼書 記入例

6 1

1 152

1 6 7

①本パンフレットのP5～P6の「補償内容」「その他注意事項」等を必ずご確認いただき、ご加入されるタイプをお選びく
ださい。
②加入依頼書に以下青文字箇所全てをご記入ください。
③加入依頼書に変更がある場合は、変更箇所を２重線で訂正し空白箇所へ変更内容をご記入ください。
④返信用封筒にてご提出ください。保険会社提出用・代理店写しの計3枚を返信用封筒にてご提出ください。
⑤保険料のお支払いは口座振替となります。後日、加入依頼書のメールアドレス宛に口座登録専用Webサイトをご案内い
たします。

2023年11月作成
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